Management of Change in the Public Sector by Yamamoto, Kiyoshi
岡山大学経済学会雑誌27（4），1996，51～85
変革のマネジメント
?
本
?
1．変革のマネジメントの意義
　（1）改革の具体化戦略・方法論の要請
　今日政府の重要課題が行政改革，地方分権であることは誰もが認める。し
かし，先の地方分権推進法の制定経緯，特に機関委任事務の原則廃止から検
討課題への後退をみると，果たして地方分権が実現するかは，はなはだ心許
ない。地方分権への取り組みは，地方制度調査会に限定しても1953年の第1
次地方制度調査会の「地方制度改革に関する答申」に始まり，1994年の第24
次地方制度調査会の「地方分権の推進に関する答申」により「やっと」推進
法の制定に漕ぎ着けたのである。しかも，推進委員に任命されたある学老
は，さる学会のシンポジウムにおいて地方分権の成否に関してやや悲観的な
私見を述べている。この発言は専門家集団という身内の会合のものであり割
り引いて考えなければいけないが，注目されるのは分権化の理念とか理論を
議論することよりも，いかにすれば分権化を推進し実現するかの戦略論・方
法論の必要性を力説していた点である。地方財政の実務老出身の財政学者高
寄（1995）が，法案の基礎となった「地方分権大綱」の問題点として推進委
員会の権限不足を次のように述べている。「つまり制度改革にあっては，改
革内容よりも改革実現をめぐる政治メカニズム，行政力学を十二分に考えに
いれなければならない。地方六団体が中央省庁と対峙するとき，分断戦略の
恐れや自治体の中央志向性を考えると，権力争いでは敗北は必至である。し
たがって頼みは世論であるll。これは，まさに自治体側における改革の戦略
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的視点である。同様のことは，国の行政改革においてもいえる。1964年の臨
時行政調査会（第一次臨調）め「行政改革に関する意見」と約30年後の1993
年の臨時行政改革推進審議会（第三次行革審）の最終答申は内容においてほ
とんど変わっておらず，むしろ第一次臨調の方が理論的には優れている点す
らある。たとえば，予算・会計の改革に関しては，1）従来の予算本位の考
え方を決算本位に改め，業績評価を重視する，2）財政の基本的問題につい
て広く国民有識者の意見を取り入れ財政収支に関する原則等の基準を樹立す
る，3）予算執行に関する弾力性を拡大し，経済的・効率的に行えるような
体制を整備する，4）予算会計手続の画一性を排除し，簡素能率化する，と
いう基本的考え方を提示している。これらは，業績評価，情報公開，行政の
効率化及び規制緩和といった概念にそれぞれ対応するもので，先進国の行政
改革の政策と基本的には合致している。ところが，スローガンは国の基：本政
策に盛り込まれても特殊法人の改革がいくつかの法人の合併による数合わせ
に終わったように遅々として進展していないのが実状である。したがって，
「総論賛成，各論反対」という状況を打破し，必要な改革を実現するには変
革を実行し所期の目標を実現する戦略的マネジメントが要請されていると言
える。しかしながら，この分野は従来ほとんど研究されておらず，わずかに
政治学における政策決定過程論及び行政学における政策実施過程論が関係す
るものの，これらの関心は主として過程を説明することにあり，いかにして
改革を進めて行くかの方法論を扱ってはいない。一方，企業分野においては
組織の革新，イノベーションの管理として扱われて固有の研究領域を確立し
ているが，政府組織に見られる組織外部者との政治的相互作用については十
分検討されていない状況にある。特に，政府のマネジメントにおいては改革
の実施過程を担う官僚自体が改革の主要なアクターの一人であり，議会の決
定した方針の忠実な履行者でないことに留意しなければならない。それゆ
え，企業の経営管理者に相当する行政，官僚側の視点に立って，変革をいか
に「うまく」実施するかの方法論だけに頼ることは危険であり，なによりも
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自己に不利益を生じる改革を推進する．ことは期待できない。地方分権や行政
改：革が進展しないのは，官僚の権限が奪われることに対する抵抗によるから
である。また，行政側に不利益を生じない改革であっても，改革実現のため
十分な内容を説明しないまま法案を通すような戦略も公共価値の点で問題で
ある。改革をいかにして公共価値に配慮して，かつ，官僚に実施させるかが
政府の変革マネジメントのテーマである。
　ただ，このテーマに入る前に政府における変革の過程を整理しておくこと
は有益であろう。なぜならば，変革の主体及び関係するアクター及び優先目
標が各過程で異なるため，マネジメントの対象及び焦点もそれらに応じる必
要があるからである。
　（2）政府の変革過程
　政府がある改革を行おうとする場合，大きく改革政策を検討・決定する段
階，その政策を具体化する段階及び改革目的を実現・管理する段階の3つに
区分することができる。
1）改革の検討・決定段階
　議会制民主主義国家では改革政策の意思決定権限が議会にあることは言う
までもないから，公式的に中心となるのは議会を構成する議員ということに
なる。しかしながら，議院内閣制で議会補佐機能が弱く官僚の力が大きい我
が国では議員立法の割合が1割強にすぎないように，政策の立案・法律案の
策定に官僚が関与する程度が大きい。五十嵐ら（1995）が指摘するように立
法補佐機構を整備する必要性は認められるが，たとえ議会スタッフが政策
案・法律案の策定を行うことになっても各省庁の所掌する法律等との調整が
必要になるから官僚機構を無視することはできない。また，この段階では改
革に伴い影響を受ける利害関係集団も政策検討過程に議員等を介して影響力
を行使してくる。行政府の官僚と政権与党の利害が一致する，少なくともコ
ンフリクトが生じない場合には，改革政策の立案作業は利害関係者への対応
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を政治と行政の双方で行うことにより障害を克服しやすいが，両者に利害の
対立がある場合には政治的リーダシップが発揮されない限り改革政策自体が
まとまらなかったり，中途半端なものになってしまう恐れが強い。特殊法人
の統廃合問題はその典型であった。いずれにせよ，この段階で鍵となるの
は，改革政策の決定が議会だけで行えず行政及び利害関係者らとの相互作用
の結果としてなされる特性である。
2）改革の具体化段階
　地方分権推進法のようになんとか政治と官僚制及び地方六団体らの妥協が
成立したとしても，改革を実現するのは行政組織・官僚制である。しかし，
改革法が議会決定されても詳細な具体化策は政令・省令等の形式で行政に委
ねられるのが通常であるから，改革理念を具体化させることが重要になる。
特に，官僚機構に犠牲を強いることになったり，あるいは組織改革を伴うこ
とになる場合には，改革政策の担う内部システムの変革が必要になる。たと
えば，英国政府の市民憲章（Citizen’s　Charter）ではサービスの質と効率性の
向上を図るため業績指標の作成と目標及び実績の公表を行うよう各政府組織
に求めているが，このためには業績評価システムや会計システムの整備が前
提になる。しかしながら，官僚の保守的・安定的性向から自らの内部システ
ムを従来から変更することは消極的になるため，改革に向けた努力を促した
り推進したりする仕組みが必要になる。また，改革実施を監視したり勧告す
る機構も必要になろう。したがって，この段階で焦点となるアクターは官僚
（及び監視機関）であり，行政内部組織の改革を含めて改革政策をいかに官
僚に行わせるかの戦略と方法がポインFとなる。
3）改革目的の実現
　忘れてはならないのは，改革政策の具体化に焦点をあてすぎて本来の目的
を見失ってしまう危険性である。地方分権も行政改革もそれ自体に意義があ
る訳ではなく，地方の実態に適合した政策の実施・住民参加や行政の効率化
等という目的実現の手段政策にすぎない。したがって，行政システムの改革
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を具体化するだけでは十分でなく，所期の目的が達成されたかの検証が必要
であり，改革成果が不十分な場合には行政システムの見直しにフィードバッ
クすることが要請される。ここでの焦点は，改革目的の達成に関する統制で
あるから，主要なアクターは再び議会と行政ということになる。
　従来改革論議で対象になったのは最初の改革検討・決定の段階であった
が，既に見てきたように第二，第三の段階を含めた総合的なマネジメントが
改革には必要である。また，政府の場合各段階において改革の主体となるア
クターは，企業のように経営者及び従業員という経営組織内部に原則として
限定されるのでなく，決定と具体化・執行の担当者が異なる特性があること
にも配慮しなければならない。そこで，下節以降変革過程を総合的な観点か
ら検討してみることにする。
2．変革の類型化とモデル化
　（1）変革の類型化
　変革のマネジメントを検討する場合，変革の主体となる（経営）組織に着
目して分類することが妥当である。変革は変化の必要性を組織が認識しその
対処としてとられる行動とみなせるから，タイプに応じてその管理が異なる
し，マネジメントを行うには変革を担う主体に焦点をあてる必要があるから
である。患者の病状に応じて医師のとる処置が内科的治療になったり，外科
的手術を伴ったりするのと同様である。もちろん，変革の分類として本稿に
関連する政治学分野では，状況・過程に焦点をあて変革の舞台（アリーナ）
でのアクター間の相互交渉に着目するアプローチもある。たとえば，我が国
の政治・行政システムに関して鋭い分析をしている政治学者Campbell
（1992）は，改革の決定段階である政策転換をアリーナでのアイデアとエネ
ルギーの関与の有無により下図の4類型に区：歯している。
　すなわち，認知型はテクノクラシー的意思決定過程であり，また，慣性型
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は標準的手順による決定過程に対応
し，この2類型は行政（官僚制）を
変革主体とするが，政治型と偶然型
はアリーナにおける各アクター（政
治家，官僚，利益団体等）の「紛
図1　政策転換の4類型
アイデアの関与
あ　り な　し
あ　り 政治型 偶然型エネルギー
ﾌ関与 な　し 認知型 慣性型
争」あるいは「偶然」の結果として生じるとみなされる。これは，アリーナ
の動的変化を記述・分析する方法として優れているが，変革の全過程を管理
するという我々の目的には適合しないと考えられる。
　変革主体となる組織に注目して変革・改革を分類する場合，参考になるの
はNadler　and　Tushman（1990）の類型化である（下図参照）。これは，変化
の認識と内容に基づき，変化への対応が予想され内発的になされるか外部環
境への適応としてなされるか及びシステムの範囲内での戦術的変化かシステ
ム自体の見直しを含む戦略的変化かにより4類型に分けられる。
図2　組織変化の類型化
増分的（incrementaD戦略的（strategic）
予想的（anticipatory）調整（tuning） 方向転換（reorientati。n）
反応的（reactive） 適応（adaptation） 再創生（re－creation）
　この分類は，経営組織の変革実施・具体化過程に焦点をおいているが，決
定及び成果過程を検討するにも基本的に適用可能である。すなわち，変革タ
イプが増分的よりも戦略的なときほど，また，予想的よりも反応的なときほ
ど決定，実施及び成果の各過程の複雑性・不確実性は増大する。特に，決定
及び実施過程で再創生のタイプの変革は組織内部のシステム改革を伴うこと
が多いため，組織の核となる価値（組織文化）の変化を必要とする。ところ
が，核となる価値は組織規範として機能してきたため通常変化に抵抗し，組
織成員の抵抗と政治的行動を引き起こすことになる。変革の実施過程のマネ
ジメントが必要とされる所以である。
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　（2）変革過程の既存モデル
　政府と企業では変革過程の主体の位置づけが異なることを述べたが，変革
過程を適切に管理するにはそのメカニズムを的確に把握しなければならな
い。政治学における改革のプロセスは政治的手続きの流れに沿って区分する
のが中心で，統一的な変化の流れを把握するものとはいえない。そこで，政
府組織の変革モデルの検討の前に既に提案されている企業の変革過程モデル
を簡単に検証し，政府組織への適用可能性と問題点を明らかにすることにす
る。企業の変革過程モデルは，この過程を線形で離散的なものとみなすか，
非線形で連続的なものとみなすかで2つに分かれる。
1）線形・離散モデル
　これは変化をある平衡状態から別の平衡状態への移行とみるもので，
Lewin（1947）のモデル化に始まる伝統的なモデルである。　Lewinは変化を
解凍（Unfreezing），転換（Changing／Moving）及び再凍結（Refreezing）の
3段階からなるとし，物理学の理論を組織現象に適用して場に働く力の均衡
が失われるとき変化が生じると考えた。ここで解凍とは組織の現在の規範，
価値及び行動パターンを維持している組織内の力を減少させること，転換と
は組織構造及びプPセスの変化の結果として新しい価値や行動を開発するの
　図3　計画された変化モデル
　　モ　　ア　　ル　　　　　　　　　　過　　　　　　　　　　程
Beckhard　and　Harris　（1987）
Beer　et　al，　（1990）
Kanter　（1983）
Tichy　and　Devanna　（1986）
Nadler　and　Tushnan　（1989）
Rogers　（1983）
現状
不満足
伝統及び危機か
らの脱出
第一幕（覚醒）
活性化
アイデアの創造
→　転移状態　　　　→　将来状態
→　フロセス　　　　→　モデル
　戦略的決定と変　　　行動の牽引と制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り　化主馴者　　　　　　度化
　　　　　　　　　　　第三幕→　第二幕（移動）　→　　　　　　　　　　（エピローグ）
→　構想　　　　　　→　可能
→　開発　　　　　　　→　適用／展開
注：O’Donovan（1994）及びRogers（1983）に基づき作成
一57一
702
を支援するため新しい情報に組織成員をさらすことであり，また，再凍結と
は新しい均衡に組織を安定化させ古い行動に回帰するのを抑止することであ
る。その後下図に示すように種々の修正モデルが提示されているが，いずれ
も3段階を経て計画された変化を引き起こすとみなしている点は共通してい
る。これらモデルは政府組織に関連づければ，政府の改革検討・決定，具体
化及び実現の各過程に対応している。
2）非線形・連続モデル
　しかしながら，組織は外界と相互交渉をする開かれた経営システムである
から凍結されることはあり得ず，変化過程自体が多次元的に相互関連するの
が実態である。この点が体系的に確認されたのは，1983年に開始されたミネ
ソタ大学の革新研究フ．ログラム（MIRP）においてであった。　MIRPは州の教
育改革，政府の戦略計画等の公的組織の革新を含む14の革新を対象にして，
　図4　Rogersの拡大モデル
革新行動事象
・創　造
・展開・開発
・適　用
・管　理
・環　境
???
懐胎事象
衝撃事象
増殖事象
阻害事象
学習事象
革新特性
時間
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’アイデア，ヒト，関係，コンテクスト及び成果の5つのコア概念を用いて革
新の全プロセスを統一的に分析した。その結果，Schroeder，　Van　de　Verr，
Scudder　and　Polley（1986，1989）は，どの革新過程についても単純で線形的
な局面の展開は認められないことを明らかにした。すなわち，ア．革新プP
セスは多くの異なる人々によってなされる種々の事象の結果から構成され，
数年間の懐胎期間の間に種々の事象が同時に生じていること，イ．いったん
革新の展開行動が始まると，線形的な局面の展開はなく，多次元，並行的か
つ相互依存的なプロセスを展開すること，等を実態調査から確認した。そし
て，Van　de　Ven（1993）は，展開過程で共通して見いだされた6つのプロセ
ス要素（懐胎事象，衝撃事象，増殖事象，阻害事象，学習事象及び革新特
性）を第三の軸として同時並行的な活動軸及び時間軸に追加したモデルを提
示した（下図参照）。ここでは，創造，展開・開発，適用，管理の活動及び環
境事象が線形的に進行していくのでなく，各活動及び環境事象が同時並行的
に進行し，また，この過程に6つの共通要素が作用するとみなされている。
実際，こうした連鎖型モデルは技術革新に関連してKline　and　Rosenberg
（1986）らによっても提唱されている。
　（3）パブリックセクタの特性を勘案したモデル
　前小節の既存モデルの検討から，我々の対象とする政府の変革モデルも非
線形・連続型とみなすことが適切といえる。ただし，MIRPの研究に基づく
モデルをそのまま適用すれぽよいかというと，パブリックv，クタの特性から
問題が残る。
　それは，第一に革新・変革のプロセスに関与するアクタの広範性である。
民間組織でも大企業では多くの株主，従業員，取引先等の利害関係者が存在
するが，組織外部の株主や顧客等は革新の創出及び成果には影響を与えるも
のの，革新・変革の実施過程には大きな影響力を行使しない。彼らは革新の
プロセスに関心があるのでなく，その革新の結果として企業の財務成績がど
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のように変化するか，あるいは，いかなる新商品なり新サービスを提供する
かに主たる関心を有するのである。確かに顧客は消費者行動を通じて企業に
期待する商品・サービス特性に関するシグナルを間接的に発しているから革
新のヒントを与えるが，そのシグナルを変革に結びつけるか否かは企業の努
力で顧客の関与するところではない。市場機構が有効に機能している限り，
顧客は当該企業の商品・サービスに満足しなければ，他の企業のものに変更
すれば足りるからである。実施過程の主たる利害関係者は組織内部の従業
員，組合である。これに対して，政府組織がその提供する財・サービスに関
して何らかの改革を行おうとすると，原則として財源あるいは行政システム
に変更を生じる。このことは納税者の負担または公務員の仕事内容に影響を
与えることになるが，新規政策の導入は他の政策の廃止を伴わない限り財政
支出の増大すなわち税・保険料等の負担の増加につながるため「顧客」であ
る国民は変革内容自体に無関心ではおられず変革過程に直接関与することに
なる。特に，国民経済が順調に成長している場合には絶対的な負担増は必ず
しも相対的な負担増にならないことから企業や国民も政府サービスの拡大に
よる受益を享受するため抵抗感は少ないが，現在のような低成長・不況時に
は負担増は大きな抵抗に直面する。反対に負担増を回避するためには既存政
策の見直し・廃止が行われることになるが，この揚合は政策の実施部門であ
る行政組織の権限・人員の削減につながる可能性があり，既存政策の受益者
及び当該受益者を選挙基盤とする政治家を動員した抵抗が組織化されること
がしぼしぼ行われる。近年の農業保護政策はこの典型であろう。政府活動は
形式的に反対できない政策目的を掲げて実施されているため，他の政策との
優劣を決定するのは困難（米価が高くとも食料自給率向上に全く価値がない
とは言いにくい）なことが一層抵抗を強化する。政府活動を縮小・再編する
行政改革が容易に進展しないのはこうした特性による。
　第二は変革の主体となる者が変革過程で異なっていることである。政府組
織という経営組織に着目するにぜよ，議会制民主主義では変革の認識・政策
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立案を政府・内閣が行っても決定・承認は議会であり，まだその実施嫡政府
（具体的には官僚機構）によって行われる。議員立法の場合には立案と決定
は同一心になるが実施は政府という構図は変わらない。企業組織の場合に
は，株主から経営の委託を受けた経営者が変革を認識し戦略を立案し実施す
るから基本的にはすべて経営者の行為である。変革政策としてたとえば，国
内工場を閉鎖し海外生産に移行する決定は経営者の判断で可能であって株主
総会の承認は必要とされない。もちろん，実施過程においては経営者だけで
なく従業員の関与が要請されるが責任は経営者にある。特に，政府において
官僚は身分保障を有するのに対し政治家は選挙によって身分を獲得する（期
間の上限がある期間雇用）ため，官僚は実務的知識・能力はもちろん政策形
成能力においても政治家より優位な関係にある。このため政治的リーダシッ
プが発揮されない限り，変革政策立案，議会審議及び実施過程において官僚
依存となり官僚制に不利益となる変革は実行されにくいことになる。成功と
される旧三公社の民営化も中央省庁の官僚にとってはかえって規制領域（産
業）が増加しただけであることを忘れてはならない。企業では経営者は任期
があり，一般従業員も身分は保障されていない。政策実施過程論の先駆者で
あるPressman　and　Wndavsky（1973）が「学習は失敗する。なぜならばある
事象が起きると（その結果は）別の組織によって認識される」とするのは，
時間の遅れによる学習機能と会計責任機能が発揮されないことを語ったもの
どして有名であるが，同時に「計画者は実施者と分離されるべきでない」及
び「実施は政策から区分されるべきでない」としていることを確認する必要
がある。代理人理論に照らせば，政府組織では変革過程においてプリンシヌ
ルとエイジェントの委任関係が一層多くなるから，それだけエイジェンシー
コストの増大及びモラルハザードの起こる可能性が高くなることになる。’
　以上の特性を踏まえると政府の変革過程モデルは下図に示すようなものと
なる。
　上のモデルで，外部環境とは政府組織外部のアクター及び要素からなる集
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図5　変革過程のモデル
目標と現状の比較
変革の必要性認識
内部環境 変革の戦略検討←一一一→外部環境
函
　変革の戦略決定
（内部戦略・外部戦略）
変革の具体化・実施 團寧変革の成果
合であり，内部環境とは政府組織内部のアクター及び要素である。具体的に
は，外部環境には政治・経済情勢，人口構造，産業界，国民，圧力集団，外
国政府等が含まれ，また，内部環境には職員，職員組合，政府の財政状況等
が含まれる。ここで注意すべき点は，内部環境はもちろん外部環境も組織に
とって外生的で所与のものでなく，変革戦略の検討・決定及び実施の各過程
に影響を与えるだけでなく政府組織からも戦略合意・修正への働きかけを受
けると考えることである。すなわち，インタラクティブ（相互作用的）・
ゲーム論的な交渉過程を記述するものとして環境をとらえている。また，戦
略の検討と決定及び実施も線形的な過程でなく，相互にフィードバックする
ものとみなしている。消費税の導入経過等をみれば，政府検討案が国民世
論，中小企業者及びその族議員らと財政当局及び与党との関係で何度も修正
された後可決され，再び税率アップがなされようとしていることから，この
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モデル化の意義が理解できよう。次に内部戦略及び外部戦略とは，それぞれ
変革の組織内部に対する政策と組織外部に対する政策である。たとえば，登
記事務の情報化であれば法務局・出張所に情報ネットワークを構築し同時に
教育訓練（場合によっては人員の合理化）を行うことが内部戦略であり，登
記閲覧者へのサービス向上を図ることや法律等の改訂等が外部戦略となる。
また，内部的手段及び外部的手段とは，変革を実施・具体化・推進していく
方法を指し，内部的手段とは組織内部のシステム，構造，文化等を動員する
こと，外部的手段とは組織外部への働きかけ等を指す。そして，これら手段
はそれぞれ内部環境及び外部環境からの制約を受ける。
　したがって，戦略と手段に整合性があること及び手段に実行可能性がある
ことが変革の実現には必要になる。政府の場合，内部戦略及び内部的手段は
官僚制と密接な関係を有するため，官僚の権限縮小につながる戦略・手段の
実施には政治的リーダシップの発揮と改革への誘因を与える工夫が重要であ
る。外部戦略と内部戦略の実施困難性に応じて変：革のタイプを下図に示すよ
うに4つに区分すると，従来の政策変換・変革はタイプll及びNに相当する
ものであり，族議員を動員する官僚の政治的行動によって外部戦略の実施に
重点をおけば成功するものであったといえる。
　つまり，従来の政策変更，改革のほとんどは，国民の受益・負担を変更さ
せても官僚の権限をむしろ拡大させる方向のものであったため，内部戦略・
手段は増大する仕事に応じた処遇を与える等で対応でき比較的実施され易
かったのである。高度経済成長期の政策は，政府規模を拡大させるとともに
特殊法人の設立等を通じて官僚の「天
下り」ポストを増大させ，官僚を政策
転換の推進代理人として駆動させた。
しかし，行政改革，地方分権の実現に
は，タイプ1及び皿に対応する内部戦
略・手段の成功こそ重要な鍵となる。
図6　戦略による変革の類型化
外部戦略 内部戦略
困難 容易 困難 容易
タイフ。1
^イプ豆
^イプ皿
^イプIV
??
??
????
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そこで，前節では，変革をいかにすれば具体化・推進できるかの観点から検
討することにする。
3．変革のマネジメント
　（1）創出のマネジメント
　変革を引き起こすには現状の問題点を認識し，次いでそれをアイデア・政
策に高めることが必要である。政府活動の場合には財・サービスの評価が市
場機構を通じて行われないため，住民ニーズをどの程度満たしているかのシ
グナルを消費から直接知ることはできない。特に政府サービスは受益の時に
料金を払うことが少なく，また，支払っても自己負担は現実のコストの一部
であることから提供されれば一般に消費されるため，消費されているから問
題がないとはいえない。むしろ，「無料財」としての認識あるいはコストと料
金の格差（いわゆる隠れた補助金による）の結果，過剰需要・消費が発生す
る（保育所サービス等）ことがあり，限られた財源内でいかに必要なサービ
スを実施するかが課題になる。企業では顧客ニーズを満たす商品・サービス
を他社に先駆けて開発し提供することが競争力を高めることになり，顧客の
意向認識が最重要であって開発費及び原価は販売収入によって回収され財源
は問題にならないのと異なる。住民の負担増を一定の範囲で収め新規の行政
需要に対応することが政府に求められていることを考慮すると，政府におけ
る変革創出には2つの観点が必要と思われる。一つは，新規の住民ニーズを
把握しそれを行政需要として認識して政策化する方向であり，もう一つは，
既存政策の見直し・効率化の方向である。前者は企業と同様に顧客の意向に
鋭敏になる手段を確保することであり，従来からも住民アンケート等により
要望政策を聞く等されている。問題は後者の観点であり，内部組織の改革と
政策のスクラップ．アンドビルトの実施戦略の創出である。政府の場合，内部
改革を組織成員である官僚の手で行うのは制約があり，政治的リーダシッフ．
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が効果的である。事実行政改革で成功しているのは，出雲市の岩国前市長や
高知県の橋本知事など明確な改革ビジョンと強固な指導力を有する自治体首
長の下でのものが多い。もちろん，首長や議員によるアイデアの他にも職員
からの斬新なアイデア創造が重要であるため，Angle（1989）が革新的行動
を保証する次のような必要条件を満たすマネジメントも要請される。
　・アイデア創造の報奨システムによる動機付け（個人別報奨が効果的）
　・：革新のための各種資源（ヒト，カネなど）
　・異なる視点を持った者及び部門をまたがる頻繁なコミュニケーション
　・変化している状況に関心を向けさせる環境の不確実性とメカニズム
　・創造的個性を主流（main　stream）に統合するオープンでコンフリクト
　　な解決メカニズムを持った仕事の集団
　・革新の役割モデルと助言者へのアクセスを提供する構造
　・離職率カミ低いこと
　・継続的な革新行動を要請し，規律する心理学的契約（非明示的契約）
　（2）変革推進のマネジメント
　変革の創出が改革政策の立案・決定であれば，この変革推進は具体化・実
施戦略のマネジメントである。先のモデルによれぽ，実施戦略の方法として
戦略の方向が組織内部か外部かにより内部的手段と外部的手段に区分され
る。まず，内部的手段は，主として組織の内部構造及びシステムを変更する
ことである。内部構造にはLight（1994）によると，組織構造，年齢構造，ゆ
らぎ（内部的な不確実性の程度），境界（組織内部での協調とコンフリクトの
程度）及びスラック（変化の内部資源）が含まれる。また，システムには，
人事，訓練・研修，予算・会計，業績測定の各システム及び組織文化が含ま
れるが，この他共通するものとして情報システムを追加する必要があろう。
一方，外部的手段には，競争環境，外部的可視化及び顧客・利用者の関与が
ある。具体的にいうと，競争環境は変革戦略（政策）で内部市場を構築して
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省庁の地方機関あるいは各自治体の業績指標を公表したり，内部的手段であ
る誘因制度と連動させることにより業務改善・変革推進を競争さぜことある
いは民間企業をベンチマーキングの対象にすることである。また，外部的可
視化とは変革のスローガンやロゴを作成して職員がバッチ等で着用したり，
外部文書に明示したりすることであり，一種のCI（コーポレイト・アイデ
ンティティ）運動である。したがって，内部的手段である組織文化の変革の
外形的側面ともいえる。最後の顧客関与とはサービスに関する意見を反映す
るだけでなく，事前にサービス水準等を公表し顧客にサービス改善監視機能
を果たしてもらうことである。たとえば，従来手作業で行っていた保険・年
金業務を情報ネットワーク化によリサービスの質・顧客満足度の向上と内部
事務処理の効率化という変革を達成しようとするとき，内部戦略は組織に
ネットワークを構築すること及び運用体制を整備すること等であり，外部戦
略は各事業主における端末設置と様式の統一化等である。このとき，内部的
手段はネットワークに伴う技能の確保と要員の再配置（組織のフラヅト化・
窓口人員の削減等）・サービス実績測定システムの確立を行う他，新規シス
テムの導入研修が必要とされる。特に情報ネットワークによる事務処理を進
める場合には，ネットワークを使わないと事務が行えないような仕掛け（た
とえば決済・報告は電子メール以外は受け’付けない等）を工失することも必
要である。また，顧客満足度を高めるには組織文化自体を顧客志向に変更す
ることも重要である。そして，外部的手段としては，事務所間での業績指標
を開発測定して比較したり，ロゴ付き制服を着用あるいは苦情処理システム
の活用が対応する。
　次に変革実施の展開方法であるが，これには実施部門・領域を順次拡大し
ていくか最初から全面展開していくかの2通りある。一般には，Greiner
（1970）の説くように，「小さな規模で始め，その後次第にその小さな成功結
果に基づき拡大すべき」という格言に従えばよいと思う者が多いであろう。
政府の新規施策もパイロヅト事業としてまず採択されて事業が制度化される
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ことが多い。しかしながら，組織内部の改革を伴う内部戦略の実施に際して
は，内部の政治的行動を考慮する必要がある。実施というアリーナにおける
アクターは，トップ及び改革実施の推進者だけでなく実施によりプラスまた
はマイナスの影響を受ける組織成員その他舞台の外の外部者からなり，関係
者全員が改革実施に熱意・同意がある訳ではないからである。トップや推進
責任者が組織成員に改革への同意と参加を得るパワーが改革拒否や非協力の
パワーを圧倒しないと変革は実現しないのである。確かに試行として実施し
たり一部の部局から改革を実施することは，最初の抵抗を低下させ実施への
同意取り付け・予算の確保は容易である。だが，試行ということは撤退もあ
り得るということでもあり，改革への強い意思表示に欠け推進パワーとして
は弱いという難点を併せ持つ。先に引用したMIRP調査結果を用いた
Lindquist　and　Maurie（1989）によると，広範（breadth）戦略と局所（dep－
th）戦略を比較して広範戦略の方が変革がより成功していることを見いだし
ている。その理由としては，
　・いったん局所戦略が実証プPジェクトとして導入されると，トップマネ
　　ジメントは他の問題に対処するため，その明示的な関心・支持を失うこ
　　と
　・反対に広範戦略は，トップ．マネジメントは変革実施のフ．ロセスを統制す
　　る状態を維持するため，そのパワーを減少させるというより増大させ
　　る。その結果統制下にあるスラック資源が充当され，成功の確率を高め
　　ること
　・反対・拒否勢力にとっては妨害の努力を局所戦略の実施部門に動員する
　　ことの方が広範戦略の場合より容易であること
を挙げている。同様のことはりエンジニアリングの実施方策に関して
Linden（1994）も述べている。我が国においても電子メールを1年間程度で
全従業員に普及させる大手企業がでてきたのは広範戦略の適用であろう。
　この電子メールの例のように内部戦略の効果が単独部門では小さい場合，
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あるいはリエンジニアリングのように部門間での業務分担変更も視野にいれ
るため単独での戦略実施では意義がないとき，言い換えれば業務遂行上部門
間の相互作用が大のときes　，局部戦略は適切でない。ただし，部門間の相互
作用が小さいか，相互関係の見直しを伴わない内部戦略の実施の場合及び反
対勢力が強大な場合には，局部戦略により段階的に展開していくことが有効
と思われる。
　（3）変革への抵抗・拒否に対するマネジメント
　変革が組織内部の改革，特に従前の仕事の内容や組織規範を大きく変更す
る場合には，組織成員から抵抗が生じる場合がある。こうした，抵抗を引き
起こす要因を整理すると，次のような項目がある。
　1）変革内容が不明である恐怖感
　2）仕事の保証の欠如
　3）仕事の削減，賃金減少等の経済的損失
　4）知識及び技能の陳腐化・変化への対応性
　5）集団規範・価値を失う社会的損失
　行政改革・地方分権が我が国でなかなか進まないのは，これら項目のすべ
てが関係してくるためである。国鉄の民営化が電電公社の民営化に比して実
施段階でも抵抗が大きかったのは，職員の雇用がどうなるのか，自分は分割
民営化会社に移行できるのかそれとも清算事業団に行くのかわからない状態
であったのに加え人員合理化で全く新規の仕事に就く可能性があったこと等
による。電電公社の場合には経営状態が財務上は良好であったため，雇用や
経済的側面での不安は職員内部になかったのと対照的である。しかしなが
ら，抵抗が大きいといかに推進施策を講じても変革は実現しないから，抵抗
に対処する適切なマネジメントが必要である。上記項目別に対策を挙げてみ
よう。
　まず，どのような変革が実施されるかが不明な場合には，必要以上の不安
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感を煽るから，変革の実施前に変革の目的とそのための手段を組織成員全員
に周知することが最低限度要求される。同時に変革がなぜ必要かを各層に理
解を求めるとともに，変革の実施戦略の策定・検討過程に一般職員を参画さ
せることが望まれる。新制度導入に関する実証研究ωでも導入により影響を
受ける者が計画・検討段階から参画することが有効であることが確認されて
いる。
　次の仕事・身分保障の点であるが，政府活動に関する業務は基本的に民間
企業によって代替性が少ない性質を持つため，一般的に仕事内容は特殊・固
有資産的なものといえる。したがって，完全労働市場により離転職が可能と
いう状況は必ずしも実現し難い。このため，英国の市場検定で民間委託にさ
れた場合に直営部門の職員に対して雇用確保の協定がなされているような配
慮，すなわち，他部門への配置換え・委託先企業への移転等の措置が講じら
れる必要がある。
　3番目の経済的損失については，民間部門に比して待遇が低下して新規採
用や職員定着に問題を生じる可能性が少ない程度であれば，組合等に説明し
理解を求める他ない。ただし，安易な給与削減は経済的誘因を低下させ仕事
への動機付けを低下させる恐れがあるから慎重であらねばならない。
　4番目の現在の技能・知識と改革後に要求される水準とのギャップは特に
中高年層にとって大きな問題である。最近の情報化推進においても中高年管
理職のパソコン・アレルギー対策は課題であるが，教育・訓練を充実させる
ことが重要である。前記電子メールの導入に成功している企業では，拒否反
応が強いトップ管理者や中高年層に対して集中的な教育を実施するだけでな
く，管理職のフ．ライドを考慮して個室で個別教育をしたり秘書を教育担当に
（1）たとえば，目標による管理（MBO）の導入に当たり，目標設定・意思決定への参画が
　トップの支持とあいまって生産性及び質の改善効果を高めることがRogers　and
　Hunter（1991）によって確認されている。
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して不明なことを尋ねやすい雰囲気を作り出す工央をしているところもある
（日経情報ストラテジー1995年11月号）。National　Commission　on　the
Public　Service（1989）によると，米国では民間先進企業は予算の3～5％を
訓練・再訓練及び技能向上にあてているのに対し，連邦政府では1％未満で
あるとされているが，これは我が国にも当てはまると思われる。
　最後の社会的損失は，給与が低下しなくとも管理職としての身分を失うと
か，職場の雰囲気が変化する（仲の良い集団から離れる等）とか内面的な価
値が失われることに対する拒否感である。これは，表面的なものでなくまた
経済的なものでもないため，経済的な補償措置を講じても解決しない。組織
文化の改革が変革具体化の内部的手段として強調されるのは，内面的価値を
変えない限り古いシステムへの固執はなくならないし，新しいシステムへの
定着につながらないからである。
　一方，外部戦略の検討・決定及び実施段階においては政策の変更に伴い負
担が増大したり不利益を生じる政府組織外部の（受益が減少する等）者から
抵抗を受ける。特に抵抗が組織化されやすい場合（政治家の支持基盤を構成
している等）には政治的アリーナにおいて議論されることになるが，感情的
対立を引き起こさないよう政策変更・新規政策の目的とインパクトを明確に
することが必要である。
　（4）変革プロセスのマネジメント
　変革の各プロセスをマネジメントするだけでは先のモデルで示したように
非線形・連続型の進展をする変革過程に対応しきれない。特に，政府におけ
る戦略の決定と実施における主体の分離特性のため，決定された戦略が実施
されるのを担保することが重要になる。内部戦略に関しては官僚制の利害と
密接に結びつくため実施過程で内容が変更されないよう監視する必要がある
が，戦略決定の議会監視能力には制約があるため改革実施者を監視する代理
人を置くことが有用である。今回の地方分権で地方分権推進委員会が設置さ
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れたことは，独立の行政委員会ではない問題を有するものの，実施状況を監
視し勧告を行う機能を有する点で制度としては評価できよう。
　これは垂直的な視点のマネジメントであったが，戦略間・手段間及び戦略
と手段間の整合性（alignment）を確保するマネジメントも必要である。
Waterman（1987）は技能（skill）を核とした7sの枠組み，すなわち・’一ド
な3つのsとソフトな4つのsの整合性を提案している（下図参照）。この
考え方は，7つの要素が相互関係に
あることを示す点で有益であるが，
各要素の重要性は同じではない。非
線形・連続型モデルを前提にしても
戦略の決定がない限り実施・具体化
には移行できないから，戦略を中心
に考え，それとの整合性を確保する
観点が適切と思われる。たとえば，
顧客志向・成果志向の政府活動に変
革するのが戦略であれば，顧客に接
図7　7Sモデル
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する部門の自律性を高める必要があるから意思決定・業務システム（予算・
会計・人事，業績評価システム等）を分権化しなければならない。また，組
織構造も本省庁を簡素化して地方機関が自律性を発揮できるようにすること
が要請される。業績志向を目指しても業績を測定・評価するシステムがなけ
れぽ管理できないし，測定される業績に応じた報奨を与える等の誘因メカニ
ズムを持つ賃金制度（たとえば業績給・業績賞与制度）と連動させるとより
効果的になるからである。
　また，政府における変革過程のマネジメントにおいては，国民の代表者か
らなる議員の集合的意思決定が基本になるため，変革の戦略決定及び実施に
際して透明性の確保が重要である。Hood（1991）が説くように公共価値には
効率，信頼及び公正の3つがあり，それぞれ管理的会計責任，政治的会計責
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任及び法的会計責任が（広義としての）政府に課せられており，手続きの透
明性は公正の価値と法的会計責任に関して要請される条件である。変革の原
案策定が事実上官僚の手によってなされることが多い我が国では，変革の実
現による影響や変革の実施手続きの内容について議会や政府与党よりも情報
優位にたっため，反対者に知られては困る情報を意識的に隠したり公表しな
いことが少なくない。情報公開法が成立していないせいもあるが，政治家に
とっても「自分も知らされていなかった」という抗弁が（対外国には通用し
ないものの）国内的には使用できるため，族議員として官僚の政策実現の政
治的代理人として行動する者も少なくなかったのである。しかしながら，今
後国民負担率の大幅な増加を引き起こさずに社会保障の充実などを進めて行
くには，誰もが痛みを感じない変革を行うことは不可能であるから，変革に
伴う受益と負担の変化及び国民生活への影響を明らかにして合意を得ること
が必要である。国民経済的に変革がいかに有効で経済合理的であるとして
も，変革の決定と実現を最優先することは避けるべきであり長期的には政
治・行政に対する信頼感をなくすことになろう。
　以上のような複雑なプロセスをマネジメントするには，各プロセスを全体
の観点から統合的に把握して変革を推進する責任者が必要である。トップの
強い支持と同時に強力なリーダシップを発揮でき人材が望ましい。
4．変革事例の検証
　変革プロセスのモデル化及び変革のマネジメントに関する考察を踏まえ，
具体的な変革事例を取り上げ検証してみることにする。変革プロセスの段階
に応じて，変革検討・決定段階については老人保健法の改正を，また，変革
の実施と実現（成果）段階については英国政府の事業鉱化による公務員（行
政）文化の変化を検証の対象とする。
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　（1）老人保健法の制定
　老人医療費の見直しにかかる本事例を取り上げるのは，前出キャンベル教
授が詳細なデータを駆使して政策変換の事例として用いているため，新たな
調査を必要としないこと及び氏のアリーナ（空間）とステージ（時間）にお
けるアクターの行動（アイデアとエネルギーの展開）結果として把握するモ
デルと本稿で提示したモデルとの関係を整理するためである。氏のモデルは
アリーナとステージという2要素により舞台の進行を記述するもので，その
意味でダイナミックなゲーム状況を表現できるメリットを有する。我々のモ
デルでも環境と主体とが戦略の検討・決定・実施過程で相互交渉するとみな
しているから，アリーナが各過程において用意されているとみれば基本的な
相違はないが，キャンベル氏はステージが「アジェンダへの到達」の後「法
制化」という順序を経ると仮定しているから線形モデルである点及び焦点と
するのは特定の主体でなく場である点において違いがあるからである。
　まず，制定までの経緯を我々のモデルにおける変換過程に従って氏による
調査結果に基づき整理すると次のようになる。
1）目標と現実の比較・変革の必要性認識
　老人保健法の制定にあたり原案策定の主体となったのは厚生官僚であり，
1973年に老人福祉法の改正として導入された老人医療費無料化政策に対する
問題点を認識したのは改正後まもない1970年代半ばであった。これは，無料
化政策自体が東京都の先進的事：業として実施されたのに対抗する政治的理由
で導入され厚生省として消極的であったことも影響しているが，過剰受診・
社会的入院，財政負担及び制度間の財政上の不均衡という問題を早期に認識
しているといえる。1975年2月に老人保健医療問題懇談会を設置し，1977年
10月置は財政上の不均衡を解消すること及び保健サービスの推奨などの報告
を受けている。この間財政当局も財政上の理由（従来3割の自己負担分が政
府負担になったのに加え赤字分の補填もする）から大蔵原案として患者の一
部負担を盛り込んだりしたが，政治的抵抗で実施されなかった。
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2）変革の戦略検討
　しかしながら，1979年大平内閣の新税導入失敗と財政悪化のため1980年度
予算編成は歳出増加に上限制を設ける等，財政再建が国民的課題となってい
た。こうした財政状況を踏まえ厚生官僚は老人医療に関する政策議論の相手
を日本医師会等以外に拡大することにより変革への支持を増大しようとした
（キャンベル氏の表現を借りると「サブアリーナ」から「一般アリーナ」へ
の拡大）。すなわち，具体的な変革内容・政策は数年前のものと同じである
が，基本的な戦略としては環境の変化を活かして医療への医師会介入を排除
し厚生省の影響力を強めようとするものであった。そこには，Niskanen
（1971）らの公共選択学派の主張する自らの権限・影響力の拡大という行動
原理がみられる。したがって，法案策定までの行動は迅速であり，1980年3
月に社会保障制度審議会に諮問し，同年12月には答申を受けている。しか
も，同年6月には老人保健準備室を老人保健医療対策本部に格上げして組織
を整備しているのである。財政悪化という追い風とマスコミで伝えられる病
院のサロン化現象は政治家，財界，マスコミ，一般国民から改革への支持を
得ることになり，医師会側の抵抗は武見会長の後任人事もからみ大きなもの
とならなかった。
3）変革の決定
　具体的な内容は，イ．（老人）患者に一部負担を課すこと，P．被用者保険
から国民健康保険に補助をすることにより財源調整を行うこと，ハ．健康教
育と予防医学を重視する保健サービスを導入すること，であり，最後の新規
政策を除き財政状況に対処する性格が強いものである。そして，1981年5月
には老人保健法案を衆議院に提出し，11月に可決され翌年4月には参議院に
送付された。しかしながら，参議院では一部負担の導入という政策の裏に隠
されていた重大な政策転換にかかる問題が浮かび上がった。一つは，政府が
行っていた国民健康保険の赤字補填部分が被用者保険からの拠出によっても
賄われるため，負担の増加となることが判明したことである。もう一つは，
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厚生省内部で診療報酬の支払い方式を出来高払いから人頭制支払いに変更し
ようとしていたという情報である。前者は健保組合の負担が増加することを
意味するから，関係する企業及び組合員（事業主と従業員が折半して保険料
を負担している），つまり財界と労働界から反対を引き起こすことになった。
また，後者は医師の医療活動（医療の成果ではなく）が直接報酬に反映する
方式を放棄することになるから，医師の専門的判断に制約を課すことになり
医師会側の反発を招くことになった。キャンベル氏によると，この2つの内
容につき厚生省は「反対勢力がこの制度の奥に潜むねらいに気づかないうち
に，仕上げたいという希望」を持っていたらしいが，反対にあって健保組合
からの拠出額に上限を設けること及び診療報酬制度の変更をしないことを確
約することで妥協して同年10月に法律が成立した。
4）変革の実施
　法律の制定後，厚生省は変革を実施するため老人医療を扱う国民健康保険
の事業主体である自治体に対して，単独事業として行っている老人医療費助
成を廃止するよう働きかけた。これは，国の財政としては財源調整により国
保会計の赤字補填分が軽減される効果はあるものの，老人医療費に対する厚
生省の統制を強化する動きに逆行するからである。統制強化は自治体への介
入でもあるから，同時に第三番目の保健事業への国庫補助を積極的に推進し
てバランスをとるようにした。そして，法案には何ら盛り込まれずむしろ否
定されたはずの診療報酬制度についても改革を打ち出したのである。基準看
護の要件を満たさず65歳以上の老人が70％以上を占める「老人病院」という
類型を設定し，そこでは医療職員の基準を緩和する替わりに出来高払いでな
く原則定額制支払い方式を適用することにした。特例という変則形態であっ
ても定額制を導入することは，医師会に対する厚生省の影響力を高めたこと
になる。もちろん，この措置に対して医師会側は抵抗したが先に述べた武見
体制が終わりを告げていたこと及び人員基準の緩和による人件費節約の方が
出来高制による収入増より大きいという経済的事実により厚生省に押し切ら
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れ，以後老人医療分野への定額制拡大を許すことになった。
5）モデルの検証
　このように老人医療費の改革は厚生省官僚が戦略を成功させた例である。
キャンベル氏はこの一連の流れをアリーナで厚生省官僚が他のアクターに比
して終始優位に立った結果として説明する。しかし，この解釈には問題も含
まれている。まず，変革のフ。Ptセスに関して氏は検討と決定という2段階モ
デルを用いているが，既に見てきたように検討と決定及び実施は同時進行的
に行われている。決定過程で検討案が修正されるのは，集合的意思決定が健
全に機能していることを示しているが，一方で診療報酬の支払い方式の変更
はアジェソダに載せるのを取りやめることが決定（法制化）のアリーナで確
定した後に復活した逆の流れを示したものである。それゆえ，変革のプロセ
スは非線形であり，また，氏自身「政策転換が決められるのは，実際にはあ
る単一の時点であることは少ない」と述べているように連続的なものと解す
るのが妥当である。これ以外の点は，a．サブアリーナから一般アリーナに
拡大したこと，b．財政悪化による行政改革の時流を利用したこと及び。。
経済的損失を補償・軽減させる手段を併用したことは，我々のモデルによれ
ば，変革の推進パワーを動員したこと（a，b），変革の抵抗を小さくしたこ
と（c）に対応する。また，プロセスを通じて主導的な役割を担った人物の
存在（吉村氏）は，変革プPセスのマネジャーがいたことに相当するから，
本モデル固有の優位性を示すものではない。
　ただし，キャンベル氏との違いがプロセスの展開を除いてほとんどないの
は，この事例が政府の変革過程の原型から大きく隔たっている事情によるの
である。つまり，政府の変革プロセスを複雑にするのは決定と実施主体の分
離によるプリンシパル・エイジェント関係に起因していたのであるが，本事
例では厚生省官僚が実質的な問題認識・検討・決定・実施の全過程を統一的
に管理し得る状況にいたということである。これは官僚の政策推進と政治家
代行からなる「官僚支配」を前提にして行えたのである。舞台の展開がア
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リーナの各ステージにおけるアクター間のゲーム結果により規定される予測
ができない複雑なプロセスは起こる余地がなかったといえる。また，変革の
タイプも財政事情という外部環境の変化に支援されてタイプ皿からタイプN
に移行して成功の確率を高めただけでなく，厚生省の内部組織として改革に
伴う犠牲・負担がなく外部戦略に特化できる事例であった。しかし，この改
革の見事な成功は公共価値の観点から必ずしも評価できない点も少なくな
い。官僚が政策決定過程も支配することは，議会における集合的意思決定に
おける種々の意見の合意を得るという民主主義的機能を形骸化するし，情報
の非対称性を意識的に決定過程を統制する手段に用いたこと（財源調整での
負担及び診療報酬の変更）は公正な手続きを経るという公共価値に反するか
らである。政府の変革のマネジメントにおいては，決定段階の透明性及び決
定を実施に移す過程でのバイアスの抑止が確保される必要がある。このた
め，官僚の政策形成・立案能力を低下させるのでなく，それをチェックする
能力を持つ第三者機関を組み込む必要がある。すなわち，変革プmセスのマ
ネジャーと同時にオーディター（事後的検証に限定されない）がいるシステ
ムを前提とするべきである。
　（2）事業電化の推進
1）変革の目的
　英国政府においてはサッチャー保守党政権になって行政改革が積極的に実
施されているが，事業庁（agency）化の公務員制度改革もこの一環である。
政権移行直後の1979年のレィナー調査に引き続き1982年には財務管理イニシ
アティブ（FMI）が開始され，財務管理及び支出に見合う価値（value　for
money）の改善を目指したが，その進捗状況が不十分であったことを受けた
ものである。すなわち，1988年11月の政府白書Civil　Service　Management
Reform：The　Next　Stepsにおいて，政府の機能を政策管理と政策執行に区分
し，政策執行を行う自律的な組織として各省庁内部に事業庁を設置すること
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とされた。ここでは，執行権限を事業庁に委譲することにより責任管理（a－
ccountable　management）の展開を図り効率の一層の改善を図ろうとしてい
るが，大幅な改善推進に「政府の文化的な態度や行動」という公務員制の文
化が変化する必要を認めているのが注目される。組織形態の変化だけでなく
効率と質の継続的な向上を支えるものとして組織文化の変革を目的にしてい
るのである。
2）変革実施過程の検証
　まず我々のモデルへの適合性についてであるが，事業庁化の原案を策定し
た効率室は内閣府（Cabinet　Office）に置かれ首相任命の顧問（当時はイブス
卿）の指揮下におかれている。したがって，変革の認識と戦略の検討及び決
定の主体は内閣・政権与党であるのに対し，変革の実施である事業庁への移
行・組織整備等は各省庁・官僚機構が主体であり，先の老人保健法制定の場
合と異なる。ここには，事業庁構想にある決定と実施が変革過程においても
見られる。また，変革プロセスについては，戦略の実施により従来の均衡状
態（古い公務員制）から新規の均衡状態（事業庁議）に移行するというより
も，1988年の事業庁化構想に引き続き1991年の市場検定による民間委託の推
進（将来の民営化を含む）及び市民憲章によるサービス指標の公表等が事業
油化の目的達成政策として連続的に提案され実施されている状況である。特
に事業庁化の構想段階では事業庁への移行は民営化につながらずcivil
serviceに留まるという説明がなされているのが，現在では民営化が確定し
たり検討されており（2），変革政策自体が変更され非線形のプロセスを呈して
いる。このため，非線形・連続型の変換プロセスを示していると解される。
　次に，実施過程のマネジメントについてみると，推進に関して事業計画に
（2）　「市民憲章の1994年報告」（The　Citizen’s　Charter　Second　Report：1994，　Cm2540）に
　よると，運輸省の交通研究所は民営化すべきとされ，また，貿易産業省の商業登記所，
　特許局等について民営化の可能性が調査されている。
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おける目標を上回る節減（efficiency　savings）を達成した場合にその節減額
の半額を職員に一時金として支給する等の業績報酬制度を導入した・これに
より業績改善の誘因を提供しようとするものである。また，事業庁長官（C－
hief　Executive）については民間を含めた公開競争により採用されるように
なり，Mellon（1993）によると内部登用でない外部者（正確にはcivil
service以外から）は1992年までに設立された85の事業庁のうち30に達して
いる。これらの者は，従来の手続き中心から成果・顧客志向のマネジメント
を行うのに必要な技能を有する点で効果的であろう。この他，氏名を記した
名札を全員が着用する等により顧客志向と帰属意識を酒養する試みも実施し
ている
　一方，抵抗へのマネジメントとしては，職員組合側から人員削減につなが
るのではないかという危惧感があったが，サッチャー首相自らの演説で国家
公務員の身分を失わないとしたことから反対は生じなかった。また，オーフ．
ソ構造に属する幹部公務員の民間部門出身者により彼らの昇進ポストが奪わ
れるという恐れに対しても事業庁創設は上級管理ポストの削減をもたらさな
いことが判明して協力的であった。事実事業庁長官の等級は一般的にgrade
3～5，部長級でgrade　5～7であり，下表に示すとおり事業白磁立前に比
較して非現業国家公務員数がほぼ一定であるのに対し，オープン構造全体で
は約18％も増加している。特に，事業庁に関連するgrade　4～7のポスト
は，上級オープン構造（grade　1～3）が微減及び一般職（Admin三stration
Group）が微増であるのと対照的に高い増加率を示しているのである。
　また，変革プロセス全体のマネジメントとしては，大きく3つのメカニズ
ムが組み込まれた。一つは，公務員制担当大臣庁（Office　of　the　Minister
for　the　Civil　Service；OMCS）内部に事業強化推進のプロジェクトチームを
設置し，その長（Project　Manager）にOMCS第二事務次官のPeter
Kempを任命したことである。変革を推進させる責任老として首相の強い支
持の下，オックスブリッジ出身でないこと及びキャリア官僚のコース（fast
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表1　非現業国家公務員数の推移
　区分　　1986．1．！ 1991．　4　．　1 1993．　4　．　1 1993／1986
〈オープン構造＞
　grade　1
　　　　2
　　　　3
38
134
487
36
138
482
38
122
466
（60）
小　計 659 656 626 一5．0
???? 　186
2，089
3，377　’
11，798
　278
2，565
4，591
12，819
　302
2，553
4，522
13，336
小　計 17，450 20，253 20，713 十18．7
???
18，109 20，909 21，339 十17．8
〈一般職＞
　SEO　HEO（D）
　HEO
　AT
　EO
　AO
　AA
7．712
　235
24，391
　106
44，852
81，468
61，384
9，812
　238
28，268
　81
52，838
831405
43，405
9，787
　278
28，936
　98
57，196
90，662
41，033
計 220，148 217，802 227，990 十3．5
合　計 491，531 490，041 502，798 十2．3
track）でない民間からの中途採用者である会計専門家というバヅクグラウ
ンドは，公務員制を変革するシンボリックな価値も有したといえる。2つ目
は，事業計画及び続く市民憲章により業績目標と実績を一般市民に公表する
ことにより顧客志向のフィードバックを政府内で閉じたシステムでなく開か
れたシステムとして確立した点である。キャンベル一流に言えばフィード
バックのアリーナを拡大したことになる。そして，業績報酬という金銭的誘
因だけでなく，サービスの質を向上させることにより仕事の充実・自己実現
を達成しようとする公務員の性向にも配慮して良好なサービスを提供した組
織に対して憲章マークを首相から付与する制度を1992年から開始している。
最後は，変革推進の政策を整合的に実施することである。業績報酬制度には
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正確なコスト把握が前提になるため従来の官庁会計から企業会計方式への会
計システムの変更が必要であり，事業計画及び年次報告における業績指標の
公表には業績測定システムの整備を同時に行わねばならないし，システムを
運用する技術・技能を習得する研修・教育が必要である。これら関連する政
策が分権化と一緒に実施されたのは評価される点である。
3）変革の成果
　政府白書においても，政府サービスの質と効率の継続的改善を達成するた
め変化圧力を維持する必要性を謳い，このため公務員制の文化と態度の変更
を事業庁化の目的としている。組織文化はストック効果を有する点に着目し
て，フn一としてのサービスを改善しようとするものである。そこで，事業
臨急により公務員制の文化がどのように変化したかを測定する必要がある。
組織文化の概念及び測定方法には種々のものがあるが，事業庁化の政策は大
きく成果志向と分権化からなると解せられるため，ここではWallach
（1983）の組織文化の構成要素のうち成果志向，企業家的，手続き幅跳び規
制的の4つを抽出した。そして，同一等級で本省庁勤務者と事業庁勤務者に
ついて4要素につき比較調査を実施した。調査内容の詳細は別稿に譲るが，
得られた結果は下表の通りであり，企業経営的要素が事業庁の方が強くなっ
ていることがわかる。
　反面，規制的要素が事業庁の方が強いのはやや意外な感じを受けるが，事
業庁の多くは対人サービスを提　　　表2本省庁と事業庁の組織文化の比較
供する組織であるため，サービ　　　項　目　　本省庁　事業庁　備考
ス水準が市民憲章や事業計画で
規定される裏返しとしての職員
側の反応とも解される。田尾
（1995）は，社会福祉等の
ヒューマン・サービス組織の管
理方策としてサービス水準を具
成果志向　　1．902　　2．470
企業家的　　1．185　　1．542
手続き的　　2．292　　2．200
規制的　 1．951　2．200
???
??
?
注Il備考欄のアスタリスクは平均値の差の統
　計的有意性の程度を示す。＊＊＊：p＜0．01，
　＊＊：　p　〈O．05，　＊：　p　〈O．10
注2：各項目の数値が大きくなるほど当該要素
　の程度が強いことを示す。
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体的に明示する必要性を述べているが，ガイドラインを整備することは官僚
の裁量を制約する側面もあるから，一概に規制的要素が本省庁より大きいこ
とが事業庁化の成果に反するとはいえない。以上の点から，事業庁化により
組織文化の変革が進んでいると考えてよい。
5．結 語
　政府において変革を成功させるマネジメントについて，変革プロセスを非
線形・連続的なものと仮定し，また，変革の主体に焦点をあてて検討してき
た。その結果，現実の変革は企業だけでなく政府の場合でも非線形・連続的
なものとみなすべきことが判明した。そして，具体的な変革のマネジメント
では，変革の推進と抵抗軽減及びプロセス全体の統一的管理が行われると
き，成功する可能性が高いことが確認された。
　しかしながら，政府の場合には，制度的には変革の決定主体と実施主体は
議院内閣制を前提にしても異なることになるから，実施主体を監視するシス
テムを組み込む必要がある。議会で多数を占める与党が政権を担当すること
から，議会（国会）と政府（内閣）の機能が一体化する危険性があるものの
政策の責任が大臣（政治家）にあるのに対し具体的な実施の責任は官僚にあ
るからである。我が国での政府改革の多くは，実施と決定が同一主体の官僚
機構により事実上なされてきたため，政府に特有な主体分離の問題（いわゆ
るプリンシパル・エイジェント問題）を引き起こさなかった。しかし，この
ことは，我が国政府が変革のマネジメントに成功していることを必ずしも意
味しない。実施主体となる官僚機構に大きな負の影響を与える内部戦略が採
用されなかった結果（事実上決定権限も有する官僚制が自己に不利益となる
戦略を検討・決定しない）にすぎず，また，官僚の政策立案・決定への支配
的権限行使とは，逆にいえば議会統制の形骸化を意味するからである。この
点で事例として分析した事業庁化政策は，官僚制度を直接の対象とした変革
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のマネジメントとして参考にすべき点が少なくない。
　翻って，現在進められている地方分権推進政策をみると，中央政府の権限
のどの部分を自治体に委譲するか及び財源調整をどうするかの議論が中心で
あり，実施主体を構成する自治体側の内部構造やシステムをどのように改革
するかはあまり検討されていない状況である。既に見てきたように変革が成
功するためには，関連する実施政策間の整合性が重要である。形式的な分権
が実現しても分権の成果をあげるには，自治体内部の改革も推進しなければ
ならない。また，推進委員会のメンバーは全員有能な方であるが，分権の最
大の抵抗勢力である官僚機構に対してどのように抵抗を緩和させるかの戦略
が不足している気がする。分権の推進理念に反対する者はいないのであるか
ら，その実現には変革に協力的になる誘因を官僚に与える（分権の進捗度が
高まるほど各省庁政策予算を増額する等）とともに政治的支持に裏付けられ
た推進委員会のリーダーシップが必要であろう。また，今後地方自治体にお
ける行政改革等の現場で，変革のマネジメントの理論と事務がさらに進展し
体系化されることが望まれる。
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